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都市計画運用指針改正（新旧対照表）

12 13（Ⅲ－３．土地利用について）Ｐ ～

改 正 後 現 行

Ⅲ－３ 土地利用について Ⅲ－３ 土地利用について

１．区域区分制度の適切な運用 １．区域区分制度の適切な運用

（略） （略）

２．市街地における用途の適正な配置その他適切 ２．市街地における用途の適正な配置その他適切

な土地利用の実現 な土地利用の実現

市街地における土地利用は、マスタープランに 市街地における土地利用は、マスタープランに

おいて目指すべき市街地像を明らかにしたうえ おいて目指すべき市街地像を明らかにしたうえ

で、その実現のため、用途地域を基本としつつ、 で、その実現のため、用途地域を基本としつつ、

土地利用に関する各種制度を積極的に適用すべき 土地利用に関する各種制度を積極的に適用すべき

である。 である。

、 、 、 、しかし 現に指定されている用途地域の中には しかし 現に指定されている用途地域の中には

単に現状の土地利用を追認し既存不適格を生じさ 単に現状の土地利用を追認し既存不適格を生じさ

せない程度の消極的な意味しか持たないものも見 せない程度の消極的な意味しか持たないものも見

受けられ、最低限度の市街地環境を確保する効果 受けられ、最低限度の市街地環境を確保する効果

はあるものの、適正な用途の配分を実現し、積極 はあるものの、適正な用途の配分を実現し、積極

的に望ましい市街地像の実現を誘導しようとする 的に望ましい市街地像の実現を誘導しようとする

用途地域の目的からみて、不十分な面もある。 用途地域の目的からみて、不十分な面もある。

用途地域は、地域ごとのまちづくりの将来像に 用途地域は、地域ごとのまちづくりの将来像に

あった内容を定め、市街地の大まかな土地利用の あった内容を定め、市街地の大まかな土地利用の

方向を示すものであることから、今後、地域の実 方向を示すものであることから、今後、地域の実

情に応じた土地利用を誘導し、望ましいまちづく 情に応じた土地利用を誘導し、望ましいまちづく

りを実現するためには、地権者等の意見を反映し りを実現するためには、地権者等の意見を反映し

つつきめ細かなまちづくりを誘導する手法である つつきめ細かなまちづくりを誘導する手法である

地区計画等をより積極的に活用して、街区の状況 地区計画等をより積極的に活用して、街区の状況

に合わせてきめ細かく建築物に関する制限及び公 に合わせてきめ細かく建築物に関する制限及び公

共施設の整備の方針を定めることが望ましい。 共施設の整備の方針を定めることが望ましい。

例えば、中心市街地における用途地域は、市街 例えば、中心市街地における用途地域は、市街

地の状況、公共施設の整備の状況に照らし、複数 地の状況、公共施設の整備の状況に照らし、複数

の用途の混在を許容し、かつ土地の高度利用※を の用途の混在を許容し、かつ土地の高度利用※を

、 、 、 、促進することを目的として 用途地域の種類の他 促進することを目的として 用途地域の種類の他

容積率、建ぺい率などを選択するとともに、特別 容積率、建ぺい率などを選択するとともに、特別

用途地区、高度利用地区、高度地区、あるいは地 用途地区、高度利用地区、高度地区、あるいは地

区計画などで、建築物の制限に関する事項や地区 区計画などで、建築物の制限に関する事項や地区

施設の計画を付加して、用途地域の補完を行うこ 施設の計画を付加して、用途地域の補完を行うこ

とが望ましい。また、高度利用地区、地区計画、 とが望ましい。また、高度利用地区、地区計画、
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特定街区等の容積率等の緩和に係る制度につい 特定街区等の容積率等の緩和に係る制度につい

て、地域の特性に応じて柔軟な運用を図ることに て、地域の特性に応じて柔軟な運用を図ることに

より、土地の高度利用が促進されるよう措置する より、土地の高度利用が促進されるよう措置する

ことが望ましい。 ことが望ましい。このほか、例えば、公共施設の容積率の最高限度を割増すに当

整備とスーパー堤防の整備が併せて実施される地たっては、総合的な環境負荷の低減に資する取り

このほか、例 区等については、周辺環境を勘案して土地の高度組みを評価することも考えられる。

えば、公共施設の整備とスーパー堤防の整備が併 利用を図ることが考えられる。

せて実施される地区等については、周辺環境を勘 一方、郊外の低層住宅地においては、現状の市

案して土地の高度利用を図ることが考えられる。 街地の密度に大きな変化をもたらすことなく、防

一方、郊外の低層住宅地においては、現状の市 火性能の向上、日照、通風などの確保、近隣交通

街地の密度に大きな変化をもたらすことなく、防 の錯綜の排除等による良好な市街地環境の確保を

火性能の向上、日照、通風などの確保、近隣交通 個別建築物の更新の積み重ねにより実現できるよ

の錯綜の排除等による良好な市街地環境の確保を う、低層住宅系の用途地域で用意されている容積

個別建築物の更新の積み重ねにより実現できるよ 率、建ぺい率、高さの最高限度などのメニューを

う、低層住宅系の用途地域で用意されている容積 適切に選び取るとともに、地域の実情に応じた地

率、建ぺい率、高さの最高限度などのメニューを 区計画等の適用により、必要な建築物の規制の付

適切に選び取るとともに、地域の実情に応じた地 加や地区施設の確保を行うことが望ましい。

区計画等の適用により、必要な建築物の規制の付

加や地区施設の確保を行うことが望ましい。 ※（ 土地の高度利用」の定義）「

この運用指針において 「土地の高度利用」と、

※（ 土地の高度利用」の定義） は、道路などの公共施設の整備水準が一定以上の「

この運用指針において 「土地の高度利用」と 土地について、有効な空地の確保、一定以上の敷、

は、道路などの公共施設の整備水準が一定以上の 地規模の確保などにより良好な市街地環境を形成

土地について、有効な空地の確保、一定以上の敷 し、土地を効率的に利用することをいう。

地規模の確保などにより良好な市街地環境を形成

し、土地を効率的に利用することをいう。

（略） （略）３ ・４． ３ ・４．． ．


